
  
                                                            

                       1 

測定値から見る放射線測定器の性能 
第 12 報 自然放射線の測定による断層調査 

 

非破壊検査株式会社 藪下延樹 

 

1. はじめに 
原発事故後、放射線測定や放射線測定器(以下、測定器)の性能が関心事となり、第 10 報で自然放射

線（バックグラウンド、略して BG）の解説を行った。昨年文部科学省は原発事故による放射能汚染を測

定するために日本全域の BG 測定を実施した。このデータを利用して、“ガンマ線探査の断層調査”の可

能性を西日本についてシミュレーションした。 

 

2． BG の源泉と線量 
 BG の源泉は、銀河系内外のエネルギー源を｢原子核融合｣<1>とする恒星や太陽及び地球の自然界と言え

る。元々地球そのものが天然の原子炉であった痕跡も発見されている<2>。つまり、地球は元々、天然自

然に放射能が存在し、常に僅かであるが放射能や放射線を出し続けている。これら宇宙線や地球からの

自然放射線の源泉、伝播経路及び被ばく線量の年間平均値を国連科学委員会報告(UNSCEAR、2000) <3> で
図1に示した。同図から人は年間被ばく線量の20％を地球の大地から常に受け続けていることが分かる。 

 

図 1 自然放射線の源泉、伝播経路及び被ばく線量 

＜単位の解説：mSv(ミリシーベルト）=1,000μSv(マイクロシーベルト）＞ 

 

3． 日本列島と断層 
日本列島は誕生時から太平洋プレートやフィルピン海プレートの移動により圧迫を受け続けている。

そのプレートの移動速度は図 2に示したように、10.5ｃｍ/年と 4ｃｍ/年に達する。そのため日本列島

は基礎岩盤に構造上の断層が多く存在している。構造上の断層の大きなものは、図 2の①中央構造線断

層帯、②糸魚川-静岡構造線断層帯がある。これら構造線断層帯はこの構造線断層帯を境目にして、基

礎岩盤がさらに移動するために構造線断層帯を境目にして、基礎岩盤の地質が異なってくる。 

これら断層帯があると図 1で説明した地球誕生時から地球内に存在したウラン U系列やトリウム Th

系列のラジュム Ra や壊変系列(図 3b 参照)の気体放射性同位元素・ラドン Rn が図 3a に示したように、

断層に沿って地表へ出現してくる。したがって、断層帯の BG は他の地表部分と比較して大きな値を取

る。                  
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図 2a 日本列島周辺のプレートとその移動（平面図）<4>    図 2b 同左（側面図）<5> 
 

図 3a 断層部から地球内ラドン Rn が地表へ出現する原理図 
 

図 3b ラドン Rn を含む放射性改変系列の説明<6> 
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日本地質学会が日本列島の地質を調査するために、日本列島を 10km 四方毎に区切り土砂の標本を採

取して化学分析結果を公開している。更に、日本地質学会が化学分析結果から日本列島の BG 線量率を

大地に含まれている自然放射能のカリウムＫ、ウランＵ、トリウムＴｈの濃度から地上 1ｍ高さの放射

線線量率（対象のガンマ線では nGy/h=nSv/h）を計算されているので図 4（比較のために、発表者が日

本列島構造上の断層を追記）に引用させて頂いた<7>。この日本列島の BG 線量率分布図と構造線断層帯

の位置は良い一致を示している。この計算実施要領の詳細は後程表 3で解説する。 

図 4 日本列島の BG 線量率分布（日本地質学会の地質分布からの線量、2006）<7> 
 

4． ガンマ線探査による断層調査と BG 測定方法 
ガンマ線探査による断層調査は①ガンマ線(総量)測定と②ガンマ線スペクトル測定に大別される。こ

の測定方法を各々例をあげて説明する。一方、文部科学省が原発事故による放射能汚染を確認するため

に日本全域の BG 測定した方法は、①ガンマ線(総量)測定と殆んど同一であり、データを使用させて頂

いたので、この BG 測定方法についても説明する。 

 

4．1 ガンマ線(総量)測定による断層調査 
ガンマ線(総量)測定による断層調査の実施例を図 5に示した。同図右上の写真の放射線測定器を使用

して、同図左の図面の A、B、C方向に 10ｍ間隔で線量率を実測し、その結果を同図右下のグラフ（断層

位置は発表者が追記）に示した。同図グラフの極大値と断層位置はほぼ一致した。 

 

①中央構造線断層帯

②糸魚川-静岡構造線断層帯
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図 5 ガンマ線(総量)測定法による断層調査の実施例<8>（測定間隔:10ｍ） 

 

4．2 ガンマ線スペクトル測定による断層調査 
農研機構が実施したガンマ線スペクトル測定による断層調査の実施例を図 6に示した。同図右上の図

面の断層について調査を行い、同図左上の表の結果を得た。同表の代表的な断層について、結果を同図

下のグラフ（断層位置は発表者が追記）に示した。Bi/Ti の異常値を示した位置と断層位置はほぼ一致

した。ガンマ線スペクトル測定は測定時間が長く掛り効率的でなく、この測定間隔は 20ｍであった。 

図 6 ガンマ線スペクトル測定による断層調査の実施例<9>（測定間隔:20ｍ） 

断層位置

断層位置
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4．3 原発事故後の走行サーベイによる道路上の線量率測定<10> 
原発事故後の最新のガンマ線(総量)測定による道路上線量率測定例(KURAMA-Ⅱ)を示す。KURAMA-Ⅱは

乗用車に大型高感度のシンチレーション検出器と GPS を搭載し、線量率出力と位置情報を連続的に収集

し、道路上の連続的な空間線量率分布図を作成するシステムである。東日本の原発事故の影響を受けて

いる東日本の測定例を図 7に示した。同図は道路上の線量率を測定しているために、線上に測定結果を

表示している。この測定間隔は連続であった。 

 

 
図 7 原発事故後の走行サーベイによる道路上の線量率測定例<10>（測定間隔:連続） 

 
4．4 原発事故後の航空機モニタリングの線量率測定<11> 
文部科学省航空機モニタリングが①ガンマ線(総量)測定法であるために、同法による分析を実施した。

文部科学省による航空機モニタリングの仕様概要を表 1に示した。 

今回の我々の分析は放射能汚染がないか無視しうるほど少ないと確認されている西日本について実

施した。 

表 1 文部科学省による航空機モニタリングの主な仕様<11> 

測定高さ／1 回の測定範囲 約 300ｍ／約Φ600ｍの平均値 
モニタリング高さ／航空機の軌跡幅 1ｍ／約 5ｋｍ 

測定時期 2011・H24 年（東日本大震災・原発事故の約 1 年後） 
 

測定器と測定方法 
NaI シンチレーションサーベイメータで地表面から 1m 高さ

の空間線量率（μSv/h）とテストライン上空で測定された計数

率（cps）の関係を求めた上で、各測定地点の上空で測定した計

数率から地上１m 高さの空間線量率を算出。 
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5． 航空機モニタリング結果と断層位置 
航空機モニタリング結果と断層位置の関連評価は、1回の測定範囲が約Φ600ｍの平均値をとるので、

断層個別の評価をするのは無理と考えられ、今回の断層群の評価は日本列島構造上の断層群を主な対象

とした。 
各地域の航空機モニタリングの結果（発表者が複数枚を 1枚に編集、構造上の断層を追記）、地形・

活断層図及び結果の評価を表 3に示した。 

表 2 航空機モニタリングの結果と断層位置の関連 

 

地域 

航空機モ

ニタリン

グ結果<11> 

同左線量

換算日 

地形・活

断層図
<12> 

 

結果の評価 

中部 図 8a 

 

2012.11.1 

 

図 8b 中央構造線断層帯はほぼ一致。北アルプス、中央アルプス、

南アルプスの山群の形とほぼ一致。（図 4地質学会データ

とほぼ一致。） 

航空機モニタリング結果の 137Cs 及び 134Cs の沈着量から汚

染がない範囲を対象にした。 

近畿 2012.4.25 

 

中央構造線断層帯はほぼ一致。紀伊半島中央部（熊野）は

不一致。 

中国 2012.4.25 中央構造線断層帯はほぼ一致。 

四国 

図 9a 

2012.4.28 

図 9b 

（図 4地質学会データとほぼ一致。） 

九州 図 10a 2012.3.22 図 10b 中央構造線断層帯はほぼ一致。 

 

図 8a 中部の航空機モニタリング結果(2012)       図 8ｂ 同左の地形・活断層図 

 

 

 

 

 

 

評価範囲外
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図 9a 近畿、中国、四国の航空機モニタリング結果(2012)  図 9ｂ 同左の地形・活断層図 

 

図 10a 九州の航空機モニタリング結果(2012)   図 10ｂ 同左の地形・活断層図 

 

6.  地質分布からの線量と航空機モニタリングの比較 
地質分布からの線量と航空機モニタリング測定条件の比較を表 3及び図 11 で行った。測定時期は地

質分布が東日本大震災前（実測せずに計算値）、航空機モニタリングは東日本大震災後であった。各々

の実施目的が異なるために、平面的な測定密度（平面分解能）や線量率レベル（濃度分解能、図 11）が

大きく異なる。特に、線量率レベルが航空機モニタリングでは放射能汚染した高線量率レベルまで適用

するために、この目的に使用するためには荒く感じられる。 

次に、測定結果を西日本について図 12 で直接比較した。地質分布からの線量と航空機モニタリング

の結果から、この両者の差は大きく考えると東日本大震災前後の比較となる。東日本大震災本震
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(2011.03.11  M9.0)に伴う地殻変動（水平、暫定版）<13>で東日本の地殻が図 13 のように一時大きく移

動して又ほぼ元へ戻った。西日本もこれから、地殻変動の影響を受けて断層が動き BG が増加したとも

考えられる。 

表 3 地質分布からの線量と航空機モニタリング測定条件の比較 

図 11 線量率レベルの比較    

 

図 12 地質分布からの線量（左）と航空機モニタリング（右）の比較図 

 

7.  まとめ 
(1) 図 4 の日本列島の BG 線量率分布（日本地質学会の地質分布からの計算

値）と構造断層帯は良い一致を示している。岩盤に乗って、地層が移動し

て構造断層帯で異なった岩盤が接していることが分かる。 

(2) 航空機モニタリング結果は表 2 の結果の評価で示した通り、構造断層帯

と大体一致する。しかし、中央構構造断層帯の南側（琉球海溝側で、フィ

リピン海プレートから常に圧縮を受けている側）の九州の高千穂や近畿の

熊野地区で BG がやや大きな値を示している。同地域では、図 12 の日本地

質学会の BG 線量率分布(2006)では少し出ているが、東日本大震災以降の

航空機モニタリング結果(2012)では値が大きくなっている。東日本大震災

本震(2011.03)で図 13 のように地殻変動があったことや、東日本大震災  図 13 本震の地殻変動 

比較項目 地質分布からの評価 航空機モニタリング
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以降に 2011 年 3 月九州南部の新燃岳の噴火、2011 年 8 月近畿地方の紀伊半島南部で台風第 12 号紀

伊半島豪雨による超大規模な山崩れ、等不気味な兆候が続いている。この兆候が南海大地震の予兆で

ないことを祈りたい。 

(3) 測定分解能（分解能は最小測定単位以上）からシミュレーション結果をまとめる。 
a.平面分解能：今回の濃度分解能と勘案して数 km 程度と考えられ、このデータからでは通常の断層

は発見できない。 
b. 線量率レベル（濃度分解能）：航空機モニタリング結果は線量測定範囲が BG 線量率を評価するため

には大きく、BG 線量率レベルでは大きな線量率変動しか確認できない。 
c. シミュレーション結果：平面分解能（測定間隔・密度を 10ｍ単位から 1ｍ単位へ小さく）及び線量

率レベル（濃度分解能）を適切に小さくすると、通常の断層も発見できる。 
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